
参照条文

○行政手続法（平成五年法律第八十八号）（抄）・・・・・・・・・・・・・・・・・１

○自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）（抄）・・・・・・・・・・・・・・・１

○自衛隊法施行規則（昭和二十九年府令第四十号）（抄）・・・・・・・・・・・・・１

○学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）（抄）・・・・・・・・・・・・・・・１

○職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号）（抄）・・・・・・・・・・・２

○職業能力開発促進法施行規則の一部を改正する省令（平成二十三年厚生労働省令
第六十号）（抄）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２



- 1 -

○行政手続法（平成五年法律第八十八号）（抄）

（審査基準）
第五条 行政庁は、審査基準を定めるものとする。
２、３ （略）

○自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）（抄）
（隊員の採用）

第三十五条 隊員の採用は、試験によるものとする。ただし、試験以外の能力の実証に
基く選考によることを妨げない。

２ 前項の試験は、受験者が、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める能力及
び適性（自衛官にあつては、能力。第三十七条において同じ。）を有するかどうかを判
定することをもつてその目的とする。
一 自衛官 当該試験に係る階級において求められる能力

二 自衛官以外の隊員 当該試験に係る官職の属する職制上の段階の標準的な官職に
係る標準職務遂行能力及び当該試験に係る官職についての適性

３ 第一項の試験及び選考その他隊員の採用の方法及び手続に関し必要な事項は、防衛
省令で定める。

○自衛隊法施行規則（昭和二十九年府令第四十号）（抄）
（隊員の採用）

第二十一条 自衛官（法第四十五条の二第一項の規定により採用される自衛官を除く。）、

自衛官候補生、学生、生徒及び予備自衛官補の採用は試験による。ただし、防衛大臣
の定める特殊又は高度の技術及び知識を必要とする職務を担当する自衛官並びに国家
公務員の育児休業等に関する法律（平成三年法律第百九号）第二十七条第一項におい
て準用する同法第七条第一項第一号又は国家公務員の配偶者同行休業に関する法律（平

成二十五年法律第七十八号）第十一条において準用する同法第七条第一項第一号の規
定により任期を定めて任用される自衛官（第二十四条第四項及び第五十九条において
「任期付自衛官」という。）並びに当該技術及び知識を有する予備自衛官補に採用する
場合は選考によることができる。

２ 自衛官、自衛官候補生、学生及び生徒以外の隊員（予備自衛官等を除く。）の採用は
選考による。ただし、これらの隊員のうち防衛大臣の指定するものについては試験に
よる。
（雑則）

第三十六条 本節に定めるもののほか、試験及び選考の方法及び手続に関し必要な事項
は、防衛大臣が定める。

○学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）（抄）

第五十八条の二 高等学校の専攻科の課程（修業年限が二年以上であることその他の文
部科学大臣の定める基準を満たすものに限る。）を修了した者（第九十条第一項に規定
する者に限る。）は、文部科学大臣の定めるところにより、大学に編入学することがで
きる。

第百三十二条 専修学校の専門課程（修業年限が二年以上であることその他の文部科学
大臣の定める基準を満たすものに限る。）を修了した者（第九十条第一項に規定する者
に限る。）は、文部科学大臣の定めるところにより、大学に編入学することができる。
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○職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号）（抄）

（公共職業能力開発施設）
第十六条 国は、職業能力開発短期大学校、職業能力開発大学校、職業能力開発促進セ
ンター及び障害者職業能力開発校を設置し、都道府県は、職業能力開発校を設置する。

２ 前項に定めるもののほか、都道府県及び指定都市は職業能力開発短期大学校等を、

市町村は職業能力開発校を設置することができる。
３～５ （略）
第二十七条 職業能力開発総合大学校は、公共職業訓練その他の職業訓練の円滑な実施
その他職業能力の開発及び向上の促進に資するため、公共職業訓練及び認定職業訓練

（以下「準則訓練」という。）において訓練を担当する者（以下「職業訓練指導員」と
いう。）になろうとする者又は職業訓練指導員に対し、必要な技能及びこれに関する知
識を付与することによつて、職業訓練指導員を養成し、又はその能力の向上に資する
ための訓練（以下「指導員訓練」という。）、職業訓練のうち準則訓練の実施の円滑化

に資するものとして厚生労働省令で定めるもの並びに職業能力の開発及び向上に関す
る調査及び研究を総合的に行うものとする。

２ 職業能力開発総合大学校は、前項に規定する業務を行うほか、この法律の規定によ
る職業能力の開発及び向上に関し必要な業務で厚生労働省令で定めるものを行うこと

ができる。
３ 国は、職業能力開発総合大学校を設置する。
４ 職業能力開発総合大学校でないものは、その名称中に職業能力開発総合大学校とい
う文字を用いてはならない。

５ 第十五条の七第二項及び第四項（第二号を除く。）、第十六条第三項（国が設置する
公共職業能力開発施設に係る部分に限る。）及び第五項並びに第二十三条第三項の規定
は職業能力開発総合大学校について、第十九条から第二十二条までの規定は職業能力
開発総合大学校において行う職業訓練について準用する。この場合において、第十五

条の七第二項中「当該各号に規定する職業訓練」とあり、及び同条第四項中「第一項
各号に規定する職業訓練」とあるのは「第二十七条第一項に規定する業務」と、第二
十一条第一項及び第二十二条中「公共職業能力開発施設」とあるのは「職業能力開発
総合大学校」と、第二十三条第三項中「公共職業訓練を受ける」とあるのは「指導員

訓練（第二十七条第一項に規定する指導員訓練をいう。）又は職業訓練を受ける」と読
み替えるものとする。

○職業能力開発促進法施行規則の一部を改正する省令（平成二十三年厚生労働省令第六

十号）（抄）
附則

第二条 この省令の施行の際現にこの省令による改正前の職業能力開発促進法施行規則
第三十六条の二に規定する職業訓練（専門課程及び応用課程の高度職業訓練に限る。）

を受けている者に対する職業訓練（この省令の施行の際現に専門課程の高度職業訓練
を受けており、この省令の施行後当該訓練課程の修了後に応用課程の高度職業訓練を
受ける場合におけるその応用課程の高度職業訓練を含む。）については、この省令によ
る改正後の職業能力開発促進法施行規則第三十六条の二から第三十六条の四までの規

定にかかわらず、なお従前の例による。


